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P2１） 東日本大震災時
インターネット企業としていかなる場合でも

人々の生活と人生のインフラ（基盤）＝「LIFE ENGINE」

１ 災害時におけるICT面の支援



P3被災地での検索数からみる被災者が求める情報

・特定の日に検索数が上昇したもの
3月11日：断水、水道、ガス、停電、○○電力、運行情報、災害伝言ダイヤル

3月12日：給水、○○配給、電話不通、○○炊き出し

3月13日：ガソリン、バス、風呂、銭湯、温泉

3月14日：ヨークべニマル、イオン、ダイエー

3月15日：○○空港、高速バス

・常に検索数の多いワード
県庁、市役所、役場、地元放送局、地元新聞社、県教育委員会、学校、県警、
各警察署、道路情報、地元主要交通機関

※その他に、地元の公的機関や放送局が安否情報・避難所名簿を発表していると
の情報が広まると安否情報・避難所名簿の検索数も上昇

出所：Yahoo!検索スタッフブログ（http://searchblog.yahoo.co.jp/2011/09/post_125.html）

→ インターネットで入手できない情報が多数



P4電話取材で調べた在庫に関する情報

→ 営業情報、在庫情報を公開していない店舗が多数



P5被災地での紙による情報

→このような情報をデータベース化し検索できるようにすることが
個人情報保護法、著作権法等に抵触しないかがグレー

出典：写真保存プロジェクト（http://archive.shinsai.yahoo.co.jp/）



P6２） 熊本地震時

１）ポータルサイト、情報発信
 地震速報、避難情報の提供、避難所マップ
 震災ハブページ（支援者向け、被災者向け情報）
 Yahoo！ニュース特設ページ開設
 被災地情報マップ （避難所、給水、電源、入浴などの場所も掲載）
 道路通行実績情報、鉄道運休状況、Yahoo!道路交通状況

２）現地での支援活動
 物資の支援スキーム（アスクルとヤフー、熊本地震・熊本支援チームが協力
して、「LOHACO 応援ギフト便」）、NPOとの連携

 現地からの情報発信（毎日、被災地の状況、被災者の声、支援者の声など
情報発信）
http://csr.yahoo.co.jp/report/volume12/

１ 災害時におけるICT面の支援



P7

震災ハブページの構造（ハブトップから、支援者向け、被災者向けに迅速に誘導）

現地の想定状況

支援者向け情報 被災者向け情報

ハブトップ

震災ハブページ（被災者、支援者向け情報）



P824時間体制で災害情報リンク集を立ち上げ＆更新



P9避難情報



P10道路通行実績情報



P11被災地情報MAP
被災地の避難所、交通データ、電源等の
場所をプロットした地図を作成。

• 避難所等の災害支援POI
• 開設済み避難所
• 給水所
• 充電スポット
• 無料入浴スポット

• 道路通行実績、混雑・渋滞
• 通行止め



P12緊急物資支援

主に指定避難所「でない」場所に支援を実施

・Yahoo!サービスを使って益城町の施設・配達ルートを抽出

・各チームの作業状況はクラウドで同時に編集

・自治体・行政へも情報提供を実施



P13

社内限定

熊本支援募金

Yahoo!基金
熊本地震災害緊急支援募金

熊本城修復
再建寄付

FOR KUMAMOTO 
PROJECT
くまモン募金箱



P14ビッグデータで隠れ避難所をいち早く把握



P15データ化された情報

和歌山県 某県

→現在もデータ化していない情報が多数

２ 地域のICT人材育成、課題解決に向けて



P16（参考）自治体派遣社員からの声

 まずデジタル化から。
（現状、紙かPDF。データ収集不可）

 データの蓄積・保管・利用ルール・ポリシー
の統一化が必要。（未来のためのデータ蓄積）
地域ICT人材には、教育現場から変える。
先生の先生が必要（ICTを先生に教育）
企業の人材交流は、自治体の現場の
課題を収集しやすい。多くの人材交流すべき。
中途採用の積極活用。
 自治体、企業の交流で新たな視野拡大、
イノベーションが起こる可能性。

＜神戸市へ派遣中＞ ＜北海道美瑛町へ出向中＞

市町村の規模や業務により、ICT導入
部分と、アナログベースでも迅速にできる
ところを効果的に活用。
平時からスマホ、タブレットなど持ち歩き
緊急災害時にすぐに情報収集、発信を
検討中。
高度な利活用のみならず、通常ツールを
使いこなす人材裾野拡大を。
庁内システム担当が少数かつ3年で異動。
ノウハウの蓄積が必要。



P17政府・自治体、企業、NPOの連携

被災者

政府
自治体

企業NPO

①それぞれの特徴･特性を知る
②災害前から関係を持っておく

不可欠な連携体制



P18（最後に）２つの震災時のICT支援から見えた課題

1） 情報が公開されていない

２） 情報がデジタル化、データ化されていない
（自治体でも紙ベースが現状。）

３） 送信可能化されていない情報を検索できる
ようにすることが許されるのか法律的にグレー

4） 統一されたルール、フォーマットがなく
データ連携困難

５）現地でのリアルタイムな情報入手、
発信の重要性

６）緊急時に迅速かつ容易に動ける
よう平時からの体制整備

⇒企業や商店含めた情報公開促進

⇒統一的なデータ化
保管・管理のポリシー策定

⇒企業、自治体ともオープン
データ化の標準化

⇒自治体、企業、NPOなどの
緊密な連携、積極的な人事交流

⇒位置情報・センシングのルール
（指定避難所でない避難エリアの
情報把握、物資提供）

⇒文化庁文化審議会
制度改正に向け検討中


